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地方公共団体における推進体制及び男女共同参画センター等について 

 

 

１ 地方公共団体における男女共同参画推進体制 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

２ 男女共同参画センター等について 

（１）目的 

各地方公共団体の男女共同参画計画に則した事業の展開や、男女共同参画社会の実現に向けた地域

住民及び団体の活動の支援など、男女共同参画・女性に関する主な事業（広報啓発、調査研究、相談

事業、交流促進、国際交流、健康増進等）を行うための総合的な施設。 

なお、名称は、男女共同参画センター、女性センター等を使っている場合がある。 

 

（２）管理・運営者 

施設管理 事業運営  

直営 指定管理者 その他 直営 指定管理者 その他 

都道府県 18(41%) 23(52%) 3(7%) 22 12 11 

政令指定都市 5((31%) 10(63%) 1(6%) 4 10 3 

 

男女共同参画・女性センター 

設置数・設置率 

① 44 都道府県【48 施設】（93.6%） 

② 16 政令指定都市【24 施設】（94.1％）

都道府県・政令指定都市 

○担当課室 

 ①男女共同参画課、女性課等

都道府県 45（95.7％） 

   政令指定都市 17(100%) 

 ②その他  

都道府県 2（4.2％） 

政令指定都市 0（0%） 

※条例（都道府県 97.9％ 

政令指定都市 100％） 

※男女共同参画計画（100％） 

男女共同参画

会議 

 

内閣府男女共

同参画局 

市区町村(*政令指定都市除く) 

○担当課室 

①男女共同参画課、女性課等

 278 (15.2%) 

 ②その他  

  教育系課室 249（13.6％）

  その他  1303（71.2％）

 

※条例（15.9％） 

※男女共同参画計画（44.4％）

 

連携 連携

男女共同参画・女性センター 
 設置数・設置率 
249 市区町村【249 施設】（13.6％）



【参考１】

男女共同参画基本計画（第２次）抜粋

第３部 計画の推進

２．国の地方公共団体、ＮＰＯ、ＮＧＯに対する支援、国民の理解を深めるた

めの取組の強化

男女共同参画社会の実現に向けた活動の拠点施設の充実・

公私立の女性センター・男女共同参画センター等は、男女共同参画社会の実現

に向けた活動の拠点施設として、男女共同参画に関する情報提供、女性グルー

プ、団体の自主的活動の場の提供、相談、調査研究等多様な機能を果たしてい

る。人材の育成や効果的な事業の展開を通じ、これらの拠点が一層充実し、男

女共同参画社会基本法の理念に則した運営と有機的な連携が図られるよう支援

する。

独立行政法人国立女性教育会館は、我が国唯一の女性教育のナショナルセンタ

ーとして、①拠点施設を支える人材の育成・研修、②調査・研究に基づく先導

的な学習プログラムの開発・提供、③国内外の統計データその他必要な情報の

提供、④全国各地の拠点の間の交流の促進などを通じて、地域との連携を図り

つつ、女性教育の推進に一層努めていく必要がある。

３．女性のチャレンジ支援

様々な分野における、女性が政策・方針決定過程に参画し、活躍することを目

指す「上へのチャレンジ 、従来女性が少なかった分野に新たな活躍の場を広」

げる「横へのチャレンジ 、子育てや介護等でいったん仕事を中断した女性の」

「再チャレンジ」を推進し、女性の新しい発想や多様な能力の活用により、女

性が活躍し、男性もゆとりのある生き方を目指す、暮らしの構造改革を実現す

るための総合的な支援策を講じる。このため、チャレンジしたい女性が必要な

情報をいつでもどこでも入手することができるよう、情報提供システムや人的

ネットワークを構築する。

・様々な分野において、女性が希望を持って未来にチャレンジできるよう、身

近なチャレンジモデルを提示し、一人一人が具体的に自分に合ったチャレンジ

をイメージし、選択できるようにする。

いつでも、どこでも、誰でもチャレンジしたいときに、女性がチャレンジで・

きる環境が重要であり、情報の一元化や関係機関のネットワーク化による、ワ

ンストップ・サービス等を提供する環境を構築するための取組を行う。このた

、 、め 女性センター・男女共同参画センター等がネットワークの拠点施設として

チャレンジ支援策に関する情報提供や相談を行うワンストップ・サービスを提

供できるよう、都道府県や拠点施設への支援を行う。

、 。 、・人材育成の観点から 女性若年層に対するチャレンジ支援を推進する また

地域の活性化のため、女性の活躍による地域づくりの好事例の普及等を行う。

・女性のチャレンジの実態を把握するための指標の開発と普及を行う。



 

【参考２】 指定管理者制度について 

 

 公の施設は、地方公共団体が１／２以上を出資する団体等に限定されていたが、公の施

設の管理に民間の能力を活用しつつ、住民サービスの向上を図るとともに、経費の節減等

を図ることを目的として、民間事業者等についても公の施設の管理が行うことが可能とする

本制度が平成１５年に改正された地方自治法の改正によって導入された。 

 

 

<主な特色> 

○指定管理の対象施設 

公の施設全般（個別に法令により規定されている場合を除く） 

○指定管理者の資格 

個人を除く各種団体（民間事業者、ＮＰＯを含む） 

○選定手続 

議会の議決を経た上、各団体と当該地方公共団体とで協定を締結。候補の選定に

あたって選定委員会等を活用する場合もある。（募集は公募が望ましいとされている

がこれによらない場合もある。） 

○費用負担 

協定において額や責任の分担を記載。 

○指定期間 

議会の議決による。３年－５年のものが多い。 

○その他 

指定管理者の指定手続きや業務の範囲は、条例に規定することとなっている。 

指定管理機関がその一部（全部は不可）の業務を再委託することは可能。 

また、ハードの管理以外のソフト事業については、本制度によらず、「業務委託」に

よっても可能。 


